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基本的事項   



1消費生活協同組合の概況（平成17年3月末）  

⊥ユ⊥組合数、組合員数  

組合数1，116組合－－－－……  

組合員数 5，915万人※1  
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厚生労働大臣認可 97組合  
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1，019組合  

（※1組合員数は、連合会を除く。）  

盟組合形態lこよる区分  

消費生活協同組合（1，033組合）   地域生協（536組合、5，090万人）  

職域生協（497組合、825万人）  消貴生活協同組合連合会（83組合）※2  

（※2 消費生活協同組合を会員とする同組合の連合会）  

（3）  

①購買事業（739組合）：店舗、共同購入等  

②利用事業（632組合）：医療、福祉事業 等  
③共済事業（453組合）：生命、火災等各種共済事業等  

（※3 組合数は、共済事業のみ連合会を含む。）   



2 組合数の推移  
（1）組合数の推移（全体、地域、職域、連合会）  

○ 組合数は、昭和50年度をピークにその後は減少傾向。  

○ 経営統合などによる組合数の減少と推定される。  

昭和45年度 50年度   55年度   60年度  平成2年度   7年度   12年度   16年度  

組A数の状況 租石弓訳∽1大凱  （組合）  

昭和45年度   50年度   55年度   60年度   平成2年度   7年度   

生協全体   
12年度   

1，248   
16年度  

1．336   1，335   1，308   1，259   1，191   1，167   1．116   
地域生協   539   647   662   648   611   553   552   536   

職域生協   664   629   610   594   575   556   533   497   
連合会   45   60   63   66   73   82   82   83   
資料 厚生労働省「消費生活協同組合（連合会）実態調     査結果表」   
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（2）事業種別組合数の推移（生協全体）  

○ 購買事業実施組合数は、経済の低成長化等の影響により、昭和50年代前半をピークに減少し、平成以降も減少。   

○ 利用事業実施組合数は、平成12年度から16年度にかけて増加しており、共済事業実施組合数は昭和45年度から   

増加している。  

昭和45年度  50年度  55年度  60年度  平成2年度   7年度   12年度   16年度  

（組合）  

昭和45年度   50年度   55年度   60年度   平成2年度   7年度   12年度   16年度   

組合総数   1，203   1，276   1，272   1，242   1，186   ＝09   1，085   1，033   
購 買   994   1，040   1，013   959   907   834   788   739   

利 用   494   524   534   484   538   533   526   632   
共 済   94   103   101   124   192   328   423   453   

（注）連合会を除く。  

資料 厚生労働省「消費生活協同組合（連合会）実態調査結果表」   



（3）事業種別組合数の推移（地域生協）  

○地域生協については、全体の組合数は減少傾向にある中で、共済事業を実施する組合及び利用事業実施組合数は増加。  

昭和45年度  50年度  55年度  60年度  平成2年度   7年度   12年度   16年度  

（組合）  

昭和45年度   50年度   55年度   60年度   平成2年度   7年度   12年度   16年度   

組合総数   539   647   662   648   611   553   552   536   
購 買   354   434   429   392   355   303   281   267   
利 用   234   247   260   259   249   239   259   309   
共 済   68   69   69   92   123   184   215   229   

（注）連合会を除く。   

資料厚生労働省「消費生活協同組合（連合会）実態調査結果表」  
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（4）事業種別組合数の推移（職域生協）  

○ 職域生協においても、全体の組合数は減少傾向にある中で、共済事業実施組合数及び利用事業実施組合は増加。  

昭和45年度  50年度  55年度  60年度  平成2年度   7年度   12年度   16年度  

（組合）  

昭和45年度   50年度   55年度   60年度   平成2年度   7年度   12年度   16年度   

組合総数   664   629   610   594   575   556   533   497   

購 買   640   606   584   567   552   531   507   472   

利 用   260   277   274   225   289   294   267   323   
共 済   26   34   32   32   69   144   208   224   

（注）連合会を除く。   

資料 厚生労働省「消費生活協同組合（連合会）実態調査結果表」   



3 組合員数の推移  
（1）組合員数の推移（全体、地域、職域）  

○ 組合数は減少する中で、地域生協の組合員数は増加。  

○ 職域生協の組合員数は、平成7年度をピークに減少。  

7，000  

6，000  

5，000  

4，000  

3，000  

2，000  

1，000  

0  
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昭和45年度   50年度   55年度   60年度   平成2年度   7年度   12年度   16年度   

生協全体   1，266   1，796   2，317   2，980   3，700   4，518   5．354   5，915   
地域生協   811   1，210   1，577   2，167   2，860   3，654   4，491   5，090   
職域生協   455   588   740   813   840   864   863   825   
（注）連合会を除く。   

資料 厚生労働省「消費生活協同組合（連合会）実態調査結果表」  
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